
事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 巡回発達相談事業 事業開始年度 平成18年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 佐藤　和子
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 01 幼児教育・保育サービスの充実

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 1,800 1,848 1,920 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ●見直し継続　○現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
・配慮を要する児童の保育に対する保育士の不安感軽減のために助言を受けられる。
・配慮を要する児童への適切な保育環境が提供される。

事業の概要
臨床心理士等による児童の発達状況の確認及び保育士への指導を各保育園で実施する。（保
育士に対する研修）

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果
配慮を要する児童の保育に対する助
言を受けた保育士の延べ人数

人 396 414 450 450

達成度の
評価と説明 説明

定期的に児童の発達状況を確認し、保育士の指導に活かすことができた。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 施設型給付・地域型給付等事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 佐藤　和子
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 01 幼児教育・保育サービスの充実

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 1,175,086 1,229,198 1,488,228 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ●拡大 ○現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
民間保育施設が円滑に運営され、適正な数の児童の保育が行われている。

事業の概要
民間保育施設に対し、公定価格に基づく運営費の給付及び特別保育事業に対し補助金を交付
する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 市内の民間保育施設に通う児童数 人 802 816 1,040 1,040 

成果 特別保育実施率 ％ 100 100 100 100

達成度の
評価と説明 説明

各保育施設に滞りなく適正に支払いを行なうことができた。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 ファミリーサポートセンター事業 事業開始年度 平成16年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 佐藤　和子
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 01 幼児教育・保育サービスの充実

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 1,667 1,663 2,613 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
育児に関する相互援助活動を推進し、地域での子育て家庭への援助体制を整備することによ
り、仕事と育児の両立を図る。

事業の概要
市が設置し、運営を社会福祉法人さくら市社会福祉協議会に委託する。
利用会員が提供会員に1時間当り600円支払う。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 サポートをしてくれる市民登録件数 人 49 52 52 52

成果 サポート利用件数 回 151 60 80 80

達成度の
評価と説明 説明

提供会員数、両方会員数は増加したが、利用件数が大幅に減少した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 子育て短期支援事業 事業開始年度 平成18年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 加藤　咲楽
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 01 幼児教育・保育サービスの充実

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 258 1,040 740

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ●数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ●拡大 ○現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
家庭での養育が一時的に困難となった児童の保護

事業の概要
保護者の疾病等の理由により、一時的に家庭での養育が困難となった児童を実施施設等に養
育を委託する。社会福祉法人養徳園、済生会乳児院、きずな、恵友会、里親に委託。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

延べ利用日数 日 16 160 180 180

成果 委託児童数 人 7 18 20 20

達成度の
評価と説明 説明

延べ利用日数、児童数とも増加。養育困難な家庭に対して必要な支援を行うことができた。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 あおぞら保育園地域活動事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 田代　直也
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 01 幼児教育・保育サービスの充実

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 0 9 0

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　○現状どおり継続　●廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ○現状 ●縮小 業務量 ○拡大 ○現状 ●縮小

総合計画体系

事業の目的
地域との交流を通し様々な体験をするなかで、子どもの生活が豊かになり、子育て家庭の養
育力の向上に繋がる。地域の社会資源として理解を得る機会となる。

事業の概要
地域の高齢者、異年齢児童等、地域交流・世代間交流事業を継続的に実施する取り組みを行
う。各種行事へ参加を呼びかけ、交流を通し豊かな人間性を持った子どもを育成する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

交流延べ人数 人 0 28

達成度の
評価と説明 説明

新型コロナの5類移行に伴い、活動を再開することができた

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 あおぞら保育園管理運営事業 事業開始年度 平成22年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 田代　直也
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 01 幼児教育・保育サービスの充実

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 152,272 142,501 0

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　○現状どおり継続　●廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ○現状 ●縮小 業務量 ○拡大 ○現状 ●縮小

総合計画体系

事業の目的
保育が出来ない保護者の児童に対する保育が行われる。健全な心身の発達を図り、養護・教
育一体の豊かな人間性を持った子に育てる。保育環境として安全性、快適性を満たす。

事業の概要
市が入園を承諾した児童を年齢別に分け、各年齢に応じた保育業務や保育を行う。保育園の
建物、施設に関し法令や規則に沿って維持管理を行う。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 定員充足率（％） ％ 88.6 81.6

活動 一時保育の受入れ率（％） ％ 66.6 16.6

達成度の
評価と説明 説明

定員充足率は、３歳児以上の利用児童数減少のため低下した。
一時保育は、余裕活用型（クラス受入数に余裕がないと行えない）のため低下した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 たいよう保育園管理運営事業 事業開始年度 平成20年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 君島　清美
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 01 幼児教育・保育サービスの充実

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 89,439 98,240 122,794 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　○多少は達成した　●達成できず

判定 ●数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ●拡大 ○現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
保育園における環境を通じて、養護及び教育を一体的に行い、子どもたちの健康的な育成や
社会性の向上、保護者の仕事や生活の支援、そして地域社会の発展につながること。

事業の概要
年齢に応じた保育業務、市長が決定した額の保育料、給食費を徴収する。開園時間は午前７
時１５分から午後７時３０分まで。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 定員充足率 % 68.2 72.3 85.3 85.3

活動 一時保育の受け入れ率（%） % 0 0 36.6 36.6

達成度の
評価と説明 説明

一時保育の相談はあったが、余裕活用型のため（クラス受入数に余裕がないと行えない）受
け入れすることができなかった。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 たいよう保育園地域活動事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 八木澤　令恵
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 01 幼児教育・保育サービスの充実

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 13 25 25

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
保育園が地域社会と密接に関わり、子どもたちの社会性や思いやりの心を育成し、地域社会
全体の発展に貢献すること。

事業の概要
多世代間交流や小学校交流、高齢施設慰問、地域イベント参加などの活動を通じて、保育園
の持つ専門的機能を地域住民のために活用する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 交流延べ人数 人 120 689 689 689

達成度の
評価と説明 説明

実施事業(多世代交流事業、敬老会事業、氏家納涼彩、十三夜の集い、熟田小学校交流事
業、いちご狩り、施設慰問)

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 わくわく保育園管理運営事業 事業開始年度 平成20年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 齋藤　美智子
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 01 幼児教育・保育サービスの充実

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 73,675 69,946 79,789 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
　保護者の労働等の様々な理由により、家庭において十分に保育することができない乳幼児
を保護者から委託を受けて保育し、養護と教育を一体的に行う。

事業の概要
　年齢と発達に応じた保育を行い、市長が決定した額の保育料、給食費を徴収する。開園時
間は、午前７時１５分から午後７時３０分まで。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 定員充足率 ％ 57.6 57 58.8 60

活動 特別保育（一時＋延長）の受入割合 ％ 90 96 100 100

達成度の
評価と説明 説明

延長保育は利用者が前年度より減少しているが実施できた。一時保育は３人の申込みがあっ
たが、利用希望日に行事が重なり受け入れできなかった。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 わくわく保育園地域活動事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 齋藤　美智子
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 01 幼児教育・保育サービスの充実

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 139 188 178

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ●見直し継続　○現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
園児が地域の人々との交流を通して様々な経験をしていくことにより、生活経験が豊かにな
る。また、保育園が地域に開かれた社会資源として理解を得る機会となる。

事業の概要
地域の高齢者や小学生との異年齢児童交流、また地域住民など世代間の交流事業を継続的に
行うことで、ふれあい交流を通して豊かな人間性を持った子どもを育成する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 交流延べ人数 人 0 178 150 150

達成度の
評価と説明 説明

　地域の特別養護老人ホームに敬老のプレゼントを渡しに訪問をした。また、地域の方を園
に招待し交流観劇会を行うことができた。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 幼稚園事業 事業開始年度 平成27年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 佐藤　和子
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 01 幼児教育・保育サービスの充実

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 202,540 225,073 237,910 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
幼稚園、認定こども園が円滑に運営され、適正な数の児童の教育が行われる。

事業の概要
幼稚園及び認定こども園に入園している園児（1号認定）に対し国の定める施設型給付費の
支給及び子育て支援事業の補助金を交付する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 1号認定児童数 人 250 322 310 280

達成度の
評価と説明 説明

滞りなく、適正に支払いを行なうことができた。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 保育園補修整備事業 事業開始年度 令和 4年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 田代　直也
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 01 幼児教育・保育サービスの充実

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 32,406 2,680 45,380 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ●見直し継続　○現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ●拡大 ○現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
公立保育園の施設及び設備を、指導上、保健衛生上、安全上及び管理上適切な状態に維持す
る。

事業の概要
公立保育園の施設及び設備の補修や整備について、現地調査・ヒアリングを行い、緊急度や
重要度に応じて実施する。老朽化に伴う大規模改修は計画的に実施する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 要望対応率 ％
100％ 100％ 100％ 100％

成果

達成度の
評価と説明 説明

老朽箇所の特定と対処法を決定することができ、次年度工事箇所の精度が向上した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 あおぞら保育園民営化推進事業 事業開始年度 令和 4年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 田代　直也
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 01 幼児教育・保育サービスの充実

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 8,118 2,552 0

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　○現状どおり継続　●廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ○現状 ●縮小 業務量 ○拡大 ○現状 ●縮小

総合計画体系

事業の目的
令和6年4月からあおぞら保育園を民営化するため、円滑な移行が図れるよう準備を進めるこ
とを目的とする。

事業の概要
民営化にあたっては土地建物備品等の貸与または譲渡を想定しており、施設の老朽化や敷地
内の利用状況も勘案し必要な整備を行う。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 要望対応率 ％ 100％ 100％
民営化によ
り事業完了

成果 千円

達成度の
評価と説明 説明

民間移管に向けて支障となる老朽箇所の修繕を実施した。
令和6年4月に移管完了し、維持管理も含め運営を移管先法人が実施していく。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 児童館等管理運営事業 事業開始年度 平成20年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 田代　直也
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 02 子どもの居場所づくり

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 162,771 164,462 194,537 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ●見直し継続　○現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ●拡大 ○現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
児童の健全な遊び場、子育て支援の場の提供。
留守家庭児童が放課後児童クラブを利用して、放課後の健全な保育や育成が図られる。

事業の概要
指定管理者により管理運営を行う。氏家：㈱明日葉、上松山：市社会福祉協議会、喜連川：
シダックス大新東ヒューマンサービス㈱、南：養徳園

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果
児童センター及び支援センター利用
者数（延べ人数）

人 32,518 41,961 40,000 40,000 

放課後児童クラブ入所率 ％ 100 100 100 100

達成度の
評価と説明 説明

放課後児童クラブの入所者は年々増加しているが、待機児童を出さずに受入することができ
ている。児童センター利用者は令和４年度より増加したが、コロナ禍前の水準には戻ってい
ない。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 放課後子ども教室推進事業 事業開始年度 平成19年度
担当課 教育委員会　生涯学習課 担当者 赤塚智衣
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 02 子どもの居場所づくり

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 235 176 230

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
放課後の子どもの安全な居場所を提供し、地域の大人との交流を図る

事業の概要
放課後に子どもの安心安全な居場所を設け、地域の協力を得て、スポーツ、文化活動、勉強
等の交流を推進する。喜連川小（水曜日）、押上小（金曜日）で実施している。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 ボランティア登録者数 人 59 65 65 65

成果 申込児童数 人 70 79 70 70

達成度の
評価と説明 説明

押小っ子ふれあいスクールと喜小っ子ふれあいスクールにおいて放課後子ども教室が開催さ
れ、自由遊び・物づくり活動・交流活動を通して児童と地域住民との交流が推進された。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 放課後児童クラブ施設整備事業 事業開始年度 令和 5年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 田代　直也
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 02 子どもの居場所づくり

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 0 83,477 26,200 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ●数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ●見直し継続　○現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ●拡大 ○現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
放課後児童クラブ（学童保育）の利用者増に対応し、施設整備を行うことで待機児童の発生
を防止する。

事業の概要
各小学校単位で実施している放課後児童クラブ（学童保育）について、利用ニーズ等に基づ
いた計画的な施設整備を行う。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 放課後児童クラブの待機児童数 人 0 0 0

成果 放課後児童クラブの定員 人 835 932 932

達成度の
評価と説明 説明

待機児童が発生しないよう、空き部屋等の活用と職員の配置を行った。
今後も増加が見込まれる保育ニーズへの対応のため、計画に沿った整備を実施していく。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 あおぞら保育園子育て支援センター事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 田代　直也
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 03 子育て不安の解消

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 261 274 0

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　○現状どおり継続　●廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ○現状 ●縮小 業務量 ○拡大 ○現状 ●縮小

総合計画体系

事業の目的
未就園児の保護者が、保育・育児の情報取得・交換や子育てに関する相談が安心してできる
ようにする。

事業の概要
子育て家庭への支援活動の企画・調整・実施を行う。園児交流、育児講座、健康相談、遊び
の指導等の活動を通し、保育・育児の情報交換の場の提供を行う。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 年間利用親子人数 人 133 187

達成度の
評価と説明 説明

児童館等にパンフレットを置いたり広報紙（ＳＮＳ）等を活用し周知に努めた。親子で楽し
める企画を準備し、安心して子育て等の情報交換や相談をしやすい環境設定に努めた。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 たいよう保育園子育て支援センター事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 八木澤　令恵
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 03 子育て不安の解消

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 175 201 257

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
未就園児の保護者が、保育・育児における情報の取得や保護者同士の交流、また、子育てに
関する相談を安心してできるようにする。

事業の概要
子育ての相談（食事栄養等・発育、その他の健康相談、遊び指導、入園相談等）情報の提
供、助言や各種イベントを行う他、他の保護者との情報交換や交流の場の提供を行う。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 年間利用人数 人 142 208 50 200

達成度の
評価と説明 説明

コロナ過が明け、子育てに対する不安やストレスを抱えた中で、子育て支援事業の需要が高
まり利用者が増えた。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 子ども家庭総合支援拠点及び家庭児童相談室運営事業 事業開始年度 令和 3年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 加藤　咲楽
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 03 子育て不安の解消

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 10,272 10,135 13,164 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ●数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ●見直し継続　○現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ●拡大 ○現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
子どもとその家庭及び妊産婦を対象に実情把握、こども等に関する相談、継続的なソーシャ
ルワ－ク業務を行い、保護者の悩みが解消し、こどもの安全が確保される。

事業の概要
会計年度任用職員のこども家庭支援員兼家庭相談員が週5日勤務しており、電話又は訪問又
は来庁による相談に応じている。関係機関との連携強化を図る。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 相談解決率 ％ 16.9 25.8 23 25

達成度の
評価と説明 説明

子どもに関する相談に対して、適正に応じることができた。
また、関係機関と連携し、児童虐待の未然防止や早期発見・早期対応に努めることができ
た。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 利用者支援事業（母子保健型） 事業開始年度 平成29年度
担当課 健康福祉部　健康増進課 担当者 斎藤　利江
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 03 子育て不安の解消

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 6,576 7,403 9,002 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
保健センターを妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目のない支援を行う「子育て世代包
括支援センター」と位置づけ必要なマネージメントを行う。

事業の概要
①全妊産婦の支援に必要な情報把握②妊娠・出産・育児に関する相談に応じ必要な情報提
供、助言、保健指導③支援プランの作成④妊産婦等支援会議

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果
全妊婦に対するセルフプラン作成者
の割合

％ 100 100 100 100

成果
産後退院してから1か月程度、指導
ケアが十分に受けられた産婦の

％ 93.3 94.3 92 90

達成度の
評価と説明 説明

セルフプラン作成者の割合は100％で、内容も工夫して妊婦に提示できた。産後1か月指導ケ
アが十分に受けられたと回答した産婦の割合は増加した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 妊娠・出産包括支援事業 事業開始年度 平成29年度
担当課 健康福祉部　健康増進課 担当者 斎藤　利江
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 03 子育て不安の解消

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 2,604 7,677 8,952 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
妊娠期から子育て期にわたるまでの切れ目のない支援を、ワンストップ相談窓口において
ニーズを把握し、相談支援を行い必要なサービスを提供する。

事業の概要
保健センターを「子育て世代包括支援センター」と位置付け、産前・産後サポート事業や産
後ケア事業を行う。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果
要支援妊婦に対する支援プラン作成
者の割合

％ 100 100 100 100

成果
産後退院してから１か月程度、指導
ケアが十分に受けられた産婦の

％ 93.3 95.9 92 90

達成度の
評価と説明 説明

要支援妊婦に対する支援プランは全て作成することができた。４か月児健康診査票で十分に
支援が受けられたと回答した産婦の割合は増加した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 養育支援訪問事業 事業開始年度 令和 2年度
担当課 健康福祉部　健康増進課 担当者 斎藤　利江
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 03 子育て不安の解消

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 0 0 0

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ●見直し継続　○現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
子育てに不安・孤立感を抱える家庭、養育支援が必要となっている家庭に訪問し育児・家事
援助や養育の指導助言をすることで個々の家庭の養育上の問題解決・軽減を図る。

事業の概要
出産後おおむね1年を経過しない期間において、妊娠期からの継続的な支援が必要であると
認められる家庭や養育することに対して強い不安感を抱えている家庭に対しての支援

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 養育支援訪問利用者延人数 人 0 0 0 0

成果 育児ストレス項目該当者数 人 0 0 0 0

達成度の
評価と説明 説明

養育支援訪問(育児・家事援助）利用希望者なし
育児ストレス項目該当者数は減少維持できている

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 乳幼児健診事業 事業開始年度 平成29年度
担当課 健康福祉部　健康増進課 担当者 斎藤　利江
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 04 子どもの健やかな成長支援

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 8,085 6,616 8,166 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
乳幼児の心身の発育・発達を総合的に診査し疾病障害の早期発見・早期対応を図り、健全な
児の発育発達を促すとともに育児支援を行う。

事業の概要
４ヵ月・１０か月・１歳６か月・３歳６か月児健診、２歳６か月児歯科健診を年１２回実
施。身体計測、発達チェック、診察等を実施。股関節脱臼は個別医療機関検診。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 ３歳６か月児健診受診率 ％ 98 97.9 99 98

成果
３歳６か月児健診でう歯のない児の
割合

％ 78.6 93.7 82 82

達成度の
評価と説明 説明

感染対策を行いながら法定健診を実施。う歯のない児の割合は増加している。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 こんにちは赤ちゃん事業 事業開始年度 平成20年度
担当課 健康福祉部　健康増進課 担当者 斎藤　利江
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 04 子どもの健やかな成長支援

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 3,851 3,729 4,731 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
生後４か月までの乳児のいる家庭が必要な情報や適切なサービスを受けることで、地域の中
で子どもを健やかに育成することができるようにする。

事業の概要
産婦に対しエジンバラ産後うつ病質問票チェック、子育てサポート質問票、赤ちゃんの気持
ち質問票の３点セット記入により産後うつの早期発見をする。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 乳児全戸訪問の実施率 ％ 100 100 100 100

達成度の
評価と説明 説明

対象者による訪問受け入れ拒否なく実施できている

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 母子保健推進事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 健康福祉部　健康増進課 担当者 斎藤　利江
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 04 子どもの健やかな成長支援

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 2,203 2,086 3,226 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
安心して子どもを出産し、親と子が豊かに健やかに育ちあえること。

事業の概要
母子健康手帳の交付、妊産婦への訪問・相談、乳幼児の育児相談、発達支援事業（親子支援
事業、発達障害児早期支援事業、就学支援事業）

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果
子の育てにくさを感じた時に解決方
法を知っている親の割合

％ 86.9 87 90 88

成果 発達支援事業の参加者延数 人 608 570 500 500

達成度の
評価と説明 説明

子の育てにくさを感じた時に解決方法を知っている親の割合は増加。
発達支援事業の参加延人数はやや減少。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 妊産婦健康診査事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 健康福祉部　健康増進課 担当者 斎藤　利江
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 04 子どもの健やかな成長支援

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 29,753 27,097 34,275 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
経済的負担の軽減を図り妊産婦健康診査受診率を向上する。
未受診者について確認することにより虐待予防に務める。

事業の概要
妊婦健康診査１４回、産婦健診２回費用の助成を行っている。県外医療機関で契約できない
医療機関は扶助費で対応している。新生児聴覚検査の助成。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果
受診票交付者のうち、妊婦健診の受
診者数（延べ人数）

人 3,676 3,325 3,500 3,300 

成果
産婦健診（産後２週間と１か月）の
受診者数（延べ人数）

人 608 518 550 500

達成度の
評価と説明 説明

妊娠届出数の減少により、受診延べ人数が低下している

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 児童医療費助成事業 事業開始年度 平成17年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 岡田　裕美子
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 05 子育てのための経済支援

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 191,139 232,191 206,602 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
児童の医療に対する経済的な負担・不安が軽減される。

事業の概要
18歳までの児童の保険診療費等に係る自己負担分に対して助成する。県のこども医療助成制
度は小6までが対象であり、中学生以上は市単独事業として実施。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 受給資格証交付率 ％ 98 98 100 100

成果 負担軽減された年間医療費総額 千円 185,795 226,110 200,000 200,000 

達成度の
評価と説明 説明

受診しやすい環境になったことから、児童の医療に対する経済的負担が軽減されると共に、
疾病の悪化予防にも繋がったと考えられる。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 妊産婦医療費助成事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 岡田　裕美子
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 05 子育てのための経済支援

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 8,205 7,475 9,027 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
妊産婦の医療に対する経済的な負担・不安が軽減される。

事業の概要
妊産婦の保険診療に係る自己負担分を助成する。ただし、薬局を除いた医療機関ごとに月額
500円は自己負担となる。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 負担軽減された年間医療費総額 千円 8,178 7,455 9,000 9,000 

達成度の
評価と説明 説明

適正に執行され、妊産婦の医療に対する負担が軽減された。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 結婚支援事業 事業開始年度 平成28年度
担当課 総合政策部　総合政策課 担当者 髙橋　岳陽
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 06 次世代育成のための家族形成の支援

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 3,744 5,219 7,626 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ●数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ●見直し継続　○現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ●拡大 ○現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
結婚を望むが出会いが無い独身男女の結婚の希望をかなえる

事業の概要
結婚を望むが出会いが無い独身男女に対して、婚活スキルアップ講座、婚活イベントを実施
し、男女の出会いの場を提供することで結婚への機運を醸成する

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 婚活イベント参加者数 人 30 40/40 50 60

成果
婚活イベントにおけるカップル成立
数

組 8 10/10 15 20

達成度の
評価と説明 説明

コロナ禍の影響により中止されていた婚活イベントについて、姉妹都市間相互理解を兼ねた
婚活グルメツアーを試行、また、地方創生の視点を取り入れ、首都圏からの移住定住を目的
とした、さくら小都市婚を展開し、行政主体による婚活イベントを開催した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 不妊治療費助成事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 健康福祉部　健康増進課 担当者 岡田　裕美子
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 06 次世代育成のための家族形成の支援

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 3,389 731 6,650 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ●数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ●見直し継続　○現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
不妊治療に取り組む夫婦の経済的負担を軽減することにより、治療に取組みやすい環境をつ
くる。

事業の概要
子どもを望む夫婦が行う不妊治療のうち、医療保険の適用がなく高額な治療がかかる体外受
精・顕微授精・人工授精の治療費用の一部を申請に基づき助成する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 不妊治療費助成申請者延数 件 56 12 45 45

成果
助成実人数に占める妊娠届出者数の
割合

％ 51.3 37.5 45 45

達成度の
評価と説明 説明

令和４年4月から、人工授精、体外受精、顕微授精が新たに保険適用となったため、不妊治
療費助成申請者が減少したと思われる。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 子ども子育て支援推進事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 健康福祉部　こども政策課 担当者 田代　直也
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 02 福祉の充実と安心の社会保障
施策 05 安心で安全な子育て環境づくり
基本事業 99 総合事業

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 4年度 5年度 6年度

実績/当初予算 実績 実績 当初
総事業費 16,002 17,883 9,555 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
4年度 5年度 6年度 7年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
子育て支援サービス等の需要と供給のバランスがとれ、市民が安心して子育てできる。

事業の概要
子ども・子育て支援事業計画に関する審議
事業が計画に即して実施されているか、年度ごとに点検・評価する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 子ども・子育て会議　開催回数 回数 1 1 4 1

達成度の
評価と説明 説明

会議を3月に実施した。

見直し余地


